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平成26年２月12日 

各 位 

会社名 アクシアル リテイリング株式会社 
コード番号 8255 東証第１部 

代表者 代表取締役社長    原  和彦 

問合せ先 専務取締役執行役員  山岸 豊後 

 TEL （0258）66－6711 

 

 子会社間の合併に関するお知らせ  

 

 当社は、平成26年２月12日開催の取締役会において、ともに当社の連結子会社である株式会社フレッセ

イホールディングスと株式会社フレッセイを合併することについて決議いたしましたので、お知らせいた

します。 

 

記 

１．合併の目的 

 株式会社フレッセイホールディングスは、当社の完全子会社であり、中間持株会社及び不動産管理

の機能を担っております。一方、株式会社フレッセイは、株式会社フレッセイホールディングスの完

全子会社として、スーパーマーケットの経営を行っております。 

 今般の両社の合併は、当社グループ内部の資本構成を見直すとともに経営資源を集約し、経営効率

の向上を図るものであります。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

 取締役会決議日（当社及び合併当事会社） 平成26年２月12日 

 合併契約締結日（当事会社） 平成26年２月12日 

 合併期日 平成26年４月１日 

（２）合併の方式 

 株式会社フレッセイホールディングスを存続会社とする吸収合併方式で、株式会社フレッセイは

解散いたします。なお、合併期日をもって、株式会社フレッセイホールディングスは、株式会社フ

レッセイに商号変更いたします。 

（３）合併に係る割当ての内容 

 当社の完全子会社とその完全子会社との合併であるため、本合併による新株式の発行及びその他

合併対価の交付はありません。 

（４）合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

 該当事項はありません。 

 

hyoshida
FASF

hyoshida
axial base jpeg



 

－２－ 
 

３．合併の当事会社の概要 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１）名称 (株)フレッセイホールディングス (株)フレッセイ 

（２）所在地 群馬県前橋市力丸町900番地の１ 群馬県前橋市力丸町491番地１ 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 植木 威行 代表取締役社長 植木 威行 

（４）事業内容 持株会社・不動産管理 スーパーマーケットの経営 

（５）資本金 450,000千円 50,000千円 

（６）設立年月日 昭和25年11月６日 平成23年４月20日 

（７）発行済株式数 6,830,000株 1,000株 

（８）決算期 ３月末 ３月末 

（９）従業員数 31名 683名 

（10）主要取引先 関係会社 一般消費者 

（11）主要取引銀行 (株)群馬銀行 (株)群馬銀行 

（12）大株主及び持株比率 アクシアル リテイリング(株) 

100％ 

(株)フレッセイホールディングス

100％ 

（13）当事会社の関係 

 資本関係 (株)フレッセイホールディングスは、(株)フレッセイの発行済株式の

全てを有しており、(株)フレッセイの完全親会社に該当します。 

 人的関係 役員の兼務 ５名 

 取引関係 経営指導契約、不動産賃貸借契約 

 関連当事者への該当状況 両社は相互に関連当事者に該当します。 

（14）直前事業年度の経営成績及び財政状態（平成25年９月期（７か月決算）・単体） 

  （注）両社は、決算期変更を行っており、決算期を平成25年２月末から平成25年９月末、その後、

     平成26年３月末に変更しております。 

   純資産 12,474,395千円 316,715千円

   総資産 24,404,398千円 6,790,016千円

   １株当たり純資産 1,826円41銭 316,715円27銭

   売上高 2,924,521千円 37,562,436千円

   営業利益 472,685千円 49,797千円

   経常利益 424,584千円 138,324千円

   当期純利益 140,226千円 △19,728千円

   １株当たり当期純利益 20円53銭 19,728円37銭

 

４．合併後の状況 

（１）名称 (株)フレッセイ 

（２）所在地 群馬県前橋市力丸町491番地１ 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 植木 威行 

（４）事業内容 スーパーマーケットの経営 

（５）資本金 450,000千円 

（６）決算期 ３月 

（注）(株)フレッセイホールディングスは、合併期日である平成26年４月１日をもって、上記のとお

り社名及び住所を変更いたします。 

 

５．会計処理の概要 

 本合併は、共通支配下の取引に該当します。 

 

６．今後の見通し 

 当該子会社は、いずれも当社の持分が100％である子会社同士の合併であるため、当社の連結業績へ

の影響は軽微であります。 

以 上 


